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Ⅰ 全体評価 
 

 全体評価に当たっては、項目別評価を踏まえつつ、かつ、利用者の意見を踏

まえ、法人の中期計画の進行状況全体について、次の 5段階で評価する。また

評価の視点について記述するものとする。 

 

 

５ 計画を上回る業務が進捗しており、かつ業績を挙げている 

４ 計画を上回る業務が進捗している 

３ 概ね計画どおりに業務が進捗している 

２ 計画に対して業務の進捗がやや遅れている 

１ 計画に対して業務の進捗が大幅に遅れている 

 

  

 

 また、全体評価については、翌年度以降の理事長・理事報酬に反映されるこ

ととなっているため、10 段階での評価へと置き換える必要がある。このため、

委員会の総意としての５段階評価に２を乗じたものに、特筆すべき事項が認め

られた場合に評価を１段階上下させることができるものとする。 

 

  

 



全 体 （ 年 度 ） 評 価 
 

◆総合評価 

５段階評価  

 

 
 

1 0段階換算【５段階評価×２±１(特筆すべき事項)】 

        

  ４ 
 

 

 
 

 

  ○総合評価コメント 

 ・平成２４年度計画で目標に掲げた数値について、すべての項目において達成しており、県

民や企業等に対して、開かれたセンターとして、情報公開、機能向上の点で十分に満足の

いく成果が得られている。県内企業から頼りにされ、利用される存在として評価できる。 

・今後は、数値目標の達成にとどまらず、業務内容の質的な向上を目指すことが重要となる。 

センター内の横のつながりを密にした総合的な判断や、関係機関との連携による県内企業

へのアドバイス支援を進めるなど、企業の自立と自助努力を促し、企業が奮い立ち、自ら

の競争力を高めるためのサポートをすることが、産業技術センターの次へのステップアッ

プとなる。 

・よって、全体評価は５段階で４とする。また、１０段階では、５段階評価に２を乗じた８ 

とする。 

  ※10 段階換算の「特筆すべき事項」については特になし。 

 

◆個別評価 

 ○「県民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項」に対する評価 

 ・相談業務、現地指導、依頼試験、機器利用等、現場重視のサービス機能が向上し、職員の

意識改革が相当進んでいる。企業からの感謝状の贈呈など、実質的な事業への貢献事例が

増え、取り組みの「見える化」が進行しつつある。今後はその成果の表現方法を工夫し、

可能なものは数字や金額で表現するなど、わかり易く多様な方法の工夫が求められる。 

・数値目標をはるかに上回る企業訪問件数・技術相談対応実績は評価できるが、自立化・高

収益化を目指した企業への支援も重要である。今後はサービスの効率化を図り、中身の濃

い指導ができるかにかかっている。その意味では、件数の増加等にこだわるのではなく、

相談内容を吟味してより適切に対応する必要がある。 

・研究区分の見直しにより、基礎から開発、事業化までの体系化が進み、各研究所で多岐に

わたる研究開発が実施されている。また、「売れるもの」を開発するという視点では、実

用化や製品化が期待できるテーマの中から、重点課題に集中投資することも重要である。

県内企業と産業技術センターは車の両輪としてレベルアップすることが理想である。 

 

○「業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置」に対する評価 

・県民に対するサービス向上と合わせて、センターの研究業務の高度化が必要であるが、限

られたスタッフで幅広い分野の技術支援と研究開発を遂行するには、業務の重点化と適切

なバランスの検討が必要である。若手研究員の増員も行われており、業務運営の改善及び

効率化がより一層進むよう期待したい。 

・業務日報のデータベース化は評価できる。今後も、相談内容のデータベース化を推進し、

さらに、簡易な相談についてはメール等、ネットを活用した方法を取り入れるなど、企業

が自ら問題解決できるような支援を実施し、業務の効率化を図るべきである。 

・迅速かつ柔軟な業務運営に関しては、理事長のリーダーシップが感じられる。職員表彰制

度を研究費等に反映させる手法は、職員のモチベーションアップにも有効である。 

・自己収入の確保と業務運営の効率化・経費抑制に関しては、中小企業では購入できないよ

うな機材導入による企業支援は評価できるが、一方で、費用対効果を考慮し、機器使用料

の見直しや機器利用の拡大など、自己収入を増やす工夫が必要である。 

    

 

          ８ 



・境港の食品開発研究所に、商品開発のための施設（商品開発支援棟）の新築が計画されて

おり、研究から事業化までの取り組みがより一層体系化され充実することを大いに期待し

たい。 

 

 ○「財務内容の改善」、「その他業務運営に関する重要事項」及び「県規則で定める業務運営」   

に対する評価 

 ・経費削減に対するさまざまな工夫が施されている点は評価できる。 

 ・技術相談業務は知的財産を活かすことであり、独立行政法人として、将来少しずつ自立す

るためのさまざまな収入増の取り組みがあってもよい。 

 ・情報セキュリティ対策については、再徹底を実行していただきたい。 

  ・人材確保の状況及び配置の状況については、事業者の要望に十分に応えるために積極的に

採用しようとする姿勢が感じられ評価できる。 

 

 ○当該年度の課題等 

（１）鳥取県内の産業構造は、大手企業の事業再編等ますます厳しい状況にある。そのような

中で、技術開発の面で、県内中小企業の屋台骨を支える産業技術センターの役割は、ます

ます大きいものになっている。特徴ある資源の開発と高付加価値化、さらに高度な人材育

成により一層の強化が必要である。 

（２）数値目標の設定については、組織全体の目標だけでなく、部署別、個人別の目標管理を

設定し、職員一人ひとりの意識向上を図ることも重要である。 

（３）特許出願数と権利化率の両方の目標アップをめざし、その考え方にそって研究テーマを

設定するべきである。 

研究を行う意義は、機能・官能・安さ・利便性等といった、これまでにない「新しい価

値」を生み出せるかどうかであり、複数の研究者で多面的に取り組むなど、集中と選択に

より、研究テーマを戦略的に設定されるよう期待する。    

（４）職員の能力開発について、さまざまな取り組みが創意工夫されている。企業の立場も理

解できるバランス感覚と知識を兼ね備えた人材や「自ら考える研究員」の育成を目指して、

継続的な取り組みを期待したい。 

（５）限られた研究員で、膨大な設備・備品の維持管理がなされている。企業に対して質の高

い技術支援を提供するためには、適切な人員配置と担当職員の技術力向上が必要であり、

より効果的な管理となるよう継続的な努力が求められる。 



 

 

 

 

Ⅱ 項目別評価 
  

項目別評価に当たっては、法人から提出された業務実績報告書及び法人から

のヒアリングを基にした検証を踏まえ、中期計画の達成に向けた法人の事業進

捗状況・成果を年度計画の項目ごとに、次の 5段階で評価する。 

 

 

５ 計画を上回る業務が進捗しており、かつ業績を挙げている 

４ 計画を上回る業務が進捗している 

３ 概ね計画どおりに業務が進捗している 

２ 計画に対して業務の進捗がやや遅れている 

１ 計画に対して業務の進捗が大幅に遅れている 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 


